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安定した事業を支える人材面
函館地域は、２市１町が生活圏を共にし、その中に約32万人の人口集積を形成していることに加え、

早くから文化都市として栄えたことから、各種の教育機関が充実した地域であり、地域内の大学や高校などを合わせ
毎年約4,5００人もの多彩な人材が社会に送り出されています。

　また、暮らしやすい環境であることから、地元に戻りたいと考えている人も多く、幅広い年齢層が働く場を求めています。
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函館地域の教育機関別入学定員数グラフ

短大
210名

多様な人材を養成する
函館地域の教育機関入学定員合計

（令和３年６月 函館公共職業安定所）

（令和元年5月 民間就職支援会社調査）

［新規求職者 年齢別構成比］
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活発な産学官金連携で充実の企業支援
函館地域では、研究開発施設や先端的・独創的研究プロジェクトの拠点施設が地域企業をサポートしています。
また地域未来投資促進法の支援メニューを活用することができる地域で、課税の特例などの支援措置があり、

北海道には最高15億円という大きな助成制度があるほか、函館地域の各市町にも立地企業に対し
独自の助成制度を設けているなど、全国でもトップクラスの優遇措置が受けられます。

13機関

活発な産学官金連携が
新たなビジネス展開をサポート

投資に対する助成

函館地域における
学術研究機関の連携

市内企業情報、創業・起業
情報、就職に関するイベン
ト情報などの発信や、UIJタ
ーン希望者向けの職業紹
介を行い、函館市で働きた
い人をサポートします。

最大

函館地域の中核的試験研究機関として北海道が開設し、(公財)函
館地域産業振興財団が管理運営を行います。これまで、企業活動
を支援する各種事業を展開、多くの地域企業が活用しています。

函館市国際水産・海洋総合研究センター 北海道立工業技術センター

水産・海洋分野の研究開発や産学官連携促進のため函館市が開設。
入居型貸研究施設として、学術研究機関や民間企業が入居し、「函館
国際水産・海洋都市構想」のシンボル的役割も担います。

雇用増に対する助成
固定資産税相当額(またはその一定割合)の助成　　など

詳しくは右記ＱＲコードへアクセス！

　情報技術に根ざした産業と研究開発を
支える人材を数多く輩出しています。
【学部構成・入学定員】
　■システム情報科学部　複雑系知能学科   120名
　　 情報アーキテクチャ学科　120名　  
　■大学院  60名 ●社会連携センター設置
 ●AI研究センター設置

　一貫した教育プログラムのもとで、工
業系の実践的技術者を育成しています。
【学部構成・入学定員】
　■生産システム工学科　120名
　■物質環境工学科、社会基盤工学科　各40名
　■専攻科（本科修了後２年間）20名
　●地域共同テクノセンター設置

　豊かな現代的教養と専門的学芸で地域社
会に貢献する人材を育成しています。
【学部構成・入学定員】
　■地域恊働専攻　240名　
　■地域教育専攻　45名
　■大学院　約20名

■公立はこだて未来大学 ■函館工業高等専門学校

■北海道教育大学函館校■北海道大学大学院水産科学研究院
■北海道大学水産学部
　海洋・水圏の環境、資源、生命および産業
に関する高度な研究能力を有する人材を育
成しています。
【学部構成・入学定員】
　■水産学部　175名　　■大学院　125名

■函館しごとネット 地元就職希望率
 全国ランキング

①東京都 89.1%
②大阪府 78.1%
③愛知県 74.5%
④福岡県 69.2%
⑤沖縄県 67.2%
⑥北海道 65.4%
全国平均 49.8%

高等教育機関の産業別入学定員数グラフ

2,904名
大学・大学院５校

1,085名

高専

220名
高校18校

［他地域との有効求人倍率の比較］ （令和３年６月 各都道府県労働局 原数値）

合計1,515名

300名水産系

工業系220名
情報系300名商業系140名

学術・教育系
555名

※令和３年度募集時



0 10 20 30 40 50 60






